
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）１　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

(2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　 　

職員数

人 千円

区　　分

千円18年度

　　　　　　Ａ

1,461,754 2,818,021

千円

平成１９年２月１３日に江南町と合併し、荒川南部環境衛生一部事務組合、熊谷地区消防組合が解散しました。

　　　　　千円

22.3

6,383,1551,477 7,219 6,512

14,367,632

給与費 B/A

25.9

千円

（参考）類似団体平均一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

区　　分

熊谷市の給与・定員管理等について

17年度の人件費率

（参考）住民基本台帳人口

　　（平成１8年度末） Ｂ／Ａ

人 件 費 率

　　　　　　　　　　　％

実 質 収 支

　　　　　　％

55,547,515203,833

人　

3,939,884

18年度

歳 出 額

　　　　　　Ａ

人 件 費

　　　　　　Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

10,662,930

千円

(H14)
101.2

(H14)
102.0(H19)

101.4

(H19)
98.4

(H19)
97.9

90

95

100

105

熊谷市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１９年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

49.3 歳 183 人 円 円 円

うち業務職員 52.2 歳 55 人 円 円 円

うち清掃職員 44.9 歳 58 人 円 円 円

うち調理職員 52.4 歳 45 人 円 円 円

52.2 歳 689 人 円 円 円

48.8 歳 円 円

45.8 歳 212 人 円 円 円

＝ ＝

円

円

円

＝ ＝

－ －

＝ ＝

＝ ＝ ＝

うち業務職員 円 円

うち清掃職員 円 円

うち調理職員 円 円

1.99

1.44

1.53

－

53.9歳

43.3歳

41.2歳

＝

廃棄物処理業従業員

調理士

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１６～１８年の３か年平均）

熊谷市

1.87

7,394,015

6,985,403

227,200

299,800

267,500

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、熊谷市職員はアルバイト等を除く正規職員であるのに対し、民間従業員

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年

4,192,600

＝

2.25

1.67

400,162

－

365,397

320,514

345,771

参　考民　　間

451,738

431,733

408,923

415,693

用務員

377,767

平均給与月額

（国ベース）

421,707

＝

平均年齢対応する民間

の類似職種

Ａ／Ｂ

区　　分

6,762,522

埼玉県

（国ベース）

平均給与月額

429,516

418,711 382,928

449,951

国

熊谷市

43.3 346,926

区　　分

410,973

45.2

43.8

平均給料月額 平均給与月額平 均 年 齢

40.7

類似団体

区　　分

公　務　員

職員数

（Ａ）

372,994

383,541-

平均給与月額

367,553

325,724

450,191

398,742

＝

382,264

332,972

埼玉県

国 5,193　人　

（Ｂ）

362,564

366,995

357,038 432,667

　度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

参　　考

－

＝

熊谷市

287,094

325,556

402,291

3,284,300

類似団体

公務員 民間

年収ベース（試算値）の比較

Ｃ／Ｄ

＝

3,607,100

   のではありません。

（Ｃ） （Ｄ）

　 にはアルバイト等の非正規職員を含んだ状況であり、経験年数、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
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　　 ③教育職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

　　　　ているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤

　　　　務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（2) 職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

243,067

－

－

－

－ －

－

平均給与月額

（国ベース）

450,859

-

－

－

埼　玉　県

176,800

142,800

372,442

－

412,718

平均給与月額

－

教　育　職

類似団体

埼玉県 －

高　校　卒 － 153,100

197,400大　学　卒 197,400

（国ベース）

400,410

－ －

437,446

－

熊谷市

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給料月額 平均給与月額

40.7

170,200

－

経験年数１５年

－

138,400

－

経験年数２０年

－

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒 338,400240,286

高　校　卒

272,023

275,817

高　校　卒

334,467

大　学　卒

－

296,300

－

131,600

大　学　卒

220,133

－ －

－

244,600

高　校　卒

消　防　職 －283,200

-

-350,223 375,268

334,418

346,453

－

国 -

類似団体 43.5

359,421

－

高　校　卒技能労務職

41.6

国

402,566

熊谷市 395,943

埼玉県

45.7

493,542

465,678

45.7

-

国

高　校　卒 148,000

176,800

　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

一般行政職 大　学　卒

区　　分 平 均 年 齢

教　育　職 大　学　卒

消　防　職

熊　谷　市区　　　　　分

148,000

182,200

－中　学　卒

技能労務職

区　　　　分 経験年数１０年

152,500

－

326,776

145,100

-

－中　学　卒

高　校　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

（注）１　熊谷市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　 ※ 平成17年10月１日に、熊谷市・大里町・妻沼町が合併し、平成19年2月13日に江南町と合併したため、５年前の構成比は　
　 合併前の旧熊谷市のものです。　

事務員・技術員

61
２　　級

１　　級

　　　　　　　　％

29.4

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

245

３　　級

主幹

主任

４　　級 係長

154

144

18.5

構成比標準的な職務内容区　　分

課長・所長

職員数

部長・局長

12.0

3.227

　　　　　　　　％

8　　級

17.3

　　　　　　　　人

10 1.2

６　　級 副課長・副所長

５　　級
　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

11.1

　　　　　　　　人

92

　　　　　　　　％

7.3

　　　　　　　　人

主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

※ 平成17年10月１日に、７級制から８級制に変更しています。（６級副課長新設）

99

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

７　　級

１級
1.2%

１級
1.0%

１級
2.9%

２級
7.3%

２級
8.9%

２級, 7.0%

３級
18.5%

３級
16.8%

３級
21.6%

４級
29.4%

４級
30.7%

４級
29.0%

５級
17.3%

５級
18.7%

５級
26.8%

６級
11.1%

６級
9.4%

６級, 8.9%７級, 12.0% ７級, 11.2%

７級, 3.8%８級, 3.2% ８級, 3.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年４月1日の構成比 平成１８年４月1日の構成比 平成１４年４月１日の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　 職制上の段階、職務の級等による加算措置　 職制上の段階、職務の級等による加算措置　

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職時特別昇給

     勧奨    ２０年以上勤務  ８号

     死亡    １０年以上勤務  ４号

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円

（注） 「退職手当の１人当たり平均支給額」は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

（２％～２０％加算）

33.75

（２％～２０％加算）

59.2859.2859.28

7,996

定年前早期退職特例措置

42.12

59.28 47.50

41.3433.50

59.28

国

埼　　　　　玉　　　　　県

１人当たり平均支給額（平成１8年度）

3.0

熊　　　　　　　　　　　谷　　　　　　　　　　　市

0.75

1.45

0.75

3.0

1.6

30.5523.50

1,983

1.45

1.6

3.0

　現在のところ成績率に差を設けず、一律に支給しています。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

21.00 27.30

1.45

0.75

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

1,950

熊　　　　　谷　　　　　市

1.6

国

―

　現在のところ、昇給への勤務成績の反映は行っていませんが、平成２１年度中に昇給への勤務成績を反
映できる人事評価制度の導入を目指しています。

47.50

25,700

定年前早期退職特例措置

59.28

20年未満勤務　４号

   役職加算　５～２０％

　管理職加算　１５～２５％

   役職加算　５～２０％    役職加算　５～２０％

　管理職加算　１０～２５％
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 (3) 地域手当

（平成１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注） 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                    

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしています。       

（注）  「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給額」は、平成１８年度における地域手当の額

3

　　　です。

5

支給対象地域 国の制度（支給率）

市内全域

支給率

23

559,144

国の制度（支給率）支給対象職員数

2〃 5

支給率

365,693支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

市内全域

支給対象地域

7 21,506

支給実績（平成１８年度決算）
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 (4) 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

市税の賦課徴収業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

行旅死亡人、変死人の
取扱業務

支給実績（平成１８年度決算）

１日     400円

１日     200円

火葬作業に従事する職員

風水震災等の災害対策
業務に出動

療養等の指導業務

火葬作業

１月  5,000円

１件     250円

１月  3,000円

し尿くみ取り立合い、便
そう調査の作業

62,245

１日     700円（自動車運転）

１件  1,000円

１日     770円

定時収集業務を２人で
従事した場合

市税の賦課徴収に従事する職員

１日     200円

１件  2,000円

１月  3,500円

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価主な支給対象職員

75,175

し尿処理作業

スカム出し、沈砂除去作業

し尿処理作業に従事する職員

54.2

手当の種類（手当数）

税務事務手当

22

１月  5,000円

指導、訓練の業務

レントゲン作業（技師）

１月  2,500円

現業社会福祉業務

レントゲン作業（補助者）

１日     500円

１体     800円

１月  5,000円
設計、測量、検査又は
監督に従事

土木、建築又は電気の専門的技術を有
し、設計、測量、検査又は監督に従事
する職員

あかしあ育成園において指導及び訓練
の業務に従事する職員

行旅死亡人、変死人の取扱業務に従事
する職員

行旅病人の取扱業務に従事する職員

現業社会福祉業務に従事する職員

手当の名称

第一水光園においてスカム出し作業及
び沈砂除去作業に従事する職員

ごみ処理、下水溝渠清掃
作業手当

１日     650円

し尿処理作業手当

し尿くみ取り立合い又は便そう調査の作
業に従事する職員

環境美化センターにお
けるリサイクル作業

１日  3,000円

１日     850円（自動車運転）

１日     750円

半日    200円

１日     300円

１日     850円ごみ処理作業に従事する職員

上記に関する出張業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

ごみ処理作業

行旅病人の取扱業務

下水溝渠清掃作業に従事する職員

感染症防疫作業手当
感染症の疾病にかかっていると認めら
れる者の救護若しくは感染症の疑いの
ある者の救護に従事した職員

下水溝渠清掃作業

行旅病人、同死亡人、変
死人取扱手当

火葬作業手当

風水震災等の災害対策業務のため出
動した職員

社会福祉業務手当

災害出勤手当

放射線作業手当

建設技術手当

レントゲン作業に従事する職員

感染症の防疫作業

保健師業務手当 療養等の指導業務に従事する職員
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１日   　350円

正規の勤務時間による勤務の一部又は
全部が日曜日等に行われる業務に従事
する職員（消防職員を除く）

給食調理の作業に従事する職員
給食調理の作業（主）

違反建築物の指導是正
のための検査又は指導
業務

下水道受益者負担金事務
手当

消防職員夜間特殊業務手
当

消防業務に従事する職員

深夜における勤務（１時
間以下の場合）

１日  　 100円

深夜における勤務（１時
間を超え３時間以下の
場合）

１日   　250円

土曜日（勤務時間が４時
間以上８時間未満のと
き。）

家畜伝染病防疫作業に従事する職員

受益者負担金の徴収事
務のための出張業務

農薬を使用して植物の病害虫の防除作
業に従事する職員

家畜伝染病防疫作業

受益者負担金の徴収事務のため出張
業務に従事する職員

１日     700円（自動車運転）

１日     580円

１月   1,000円

大型特殊自動車又は車両系
建設機械（ホイルローダー
ショベル・ブルドーザー（トー
ザーショベル）・グレーダー・
振動ローダー）の運転業務

１月  3,000円

日曜日及び祝日等 １日  1,000円

土曜日（勤務時間が８時
間以上のとき。）

１日  1,000円

１日     500円

土木作業手当

違反建築物の指導是正のため検査又
は指導業務に従事する職員

土木作業に従事する職員
水路浚渫、側溝清掃、
汚泥収集及び舗装補修
作業

給食調理の作業（補助）

市立保育所において乳児又は幼児の
保育の業務に従事する職員

乳児又は幼児の保育業
務

保育業務手当

調理業務手当

建築指導業務手当

平日（土曜日を除く。）午後５
時１５分から午後１２時までの
間に４時間以上勤務した場
合

変則勤務手当

特殊自動車運転手当

火災出勤に従事

救急、救助作業に従事する職員

火災出勤に従事する職員

深夜における勤務（３時
間を超える場合）

消防手当

ポンプ自動車又は救急車の機関作業に
従事する職員

１日       70円

１日     250円

１日     250円

土木作業

１日     650円

１日     200円

１日     200円

１日     140円

１日     680円（自動車運転）

農薬を使用しての植物
の病害虫防除作業

植物防除作業手当

家畜伝染病防疫作業手当

１回     100円

１回     150円（搬送作業従事）

１日     500円

ポンプ自動車又は救急
車の機関作業（専任）

ポンプ自動車又は救急
車の機関作業（兼務）

救急、救助作業に従事

１月　 1,300円

１回     100円

１月   　800円

１回     300円（放水作業従事）

大型特殊自動車又は車両系建設機械
の運転業務に従事する職員
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成１９年４月１日現在）

手　当　名

千円

517,995

106,551

92,648

円

62,180

千円

円

88,437

149,701

同じ

2,500円

管理又は監督の地位にある職員
に支給　　　　　　支給率　8%～25%

○自動車等を使用する場合
距離に応じて　2,000円～24,500
円

円

462

千円

配偶者を有しない場合
の１人目

215,349
その他

扶養親族のうち２人目まで

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

284,550

265

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

327,290

異なる

1人につ
き5,000
円加算

満１６歳の年度初から満２２歳の
年度末までの子

扶養親族でない配偶者を有
する場合の１人目

同じ

4,500円

貸家･借間　家賃に応じた額
(限度27,000円）

持家

○自動車等を使用する場合
距離に応じて　1,200円～23,000円

異なる

（平成１８年度決算）
平均支給年額

円千円

異なる内容
支給職員１人当たり

252,461

6,000円

6,000円

11,000円

6,500円

13,000円

支給実績国の制度と

管理又は監督の地位にある職員に支
給　　　　　　支給率　6%～17%

内容及び支給単価 （平成１８年
度決算）

配偶者　　　　　　　　　　　　

持家（新築又は購入後5
年以内に限る）　

7,000円

6,000円

配偶者

扶養親族でない配偶者
を有する場合の１人目

扶養親族のうち２人目まで 6,400円

14,000円

異なる

同じ

国の制度

11,300円

その他

配偶者を有しない場合の１人
目

管理職手当

通勤手当

との異同

住居手当

持家　(新築又は購入後5年
間）

扶養手当

6,900円

○電車・バスを利用する場合
６箇月等最長期間の定期代の額に応じ
て55,000円を限度に支給

異なる

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

9



５　特別職の報酬等の状況（平成１９年６月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝     
          ４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

11,200,000円

617,500 380,100

655,500 420,000

　　（平成１８年度支給割合）

450,000

892,400

4.45

1,130,000

15,184,000円 任期毎に支給

任期毎に支給

退
職
手
当

期
末
手
当 副 議 長

副 市 長

議 員

542,000

備　　　　考

副 市 長

市 長

議 員

949,000円×在職月数×4/12

500,000714,000

（参考）類似団体における最高／最低額

706,500

833,600

副 市 長

区 分

給

料

4.45

議 長

市 長

給 料 月 額 等

470,000

　　（平成１８年度支給割合）

800,000円×在職月数×3.5/12

報

酬

副 議 長

市 長

議 長

800,000

949,000
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

人口1万人当たり職員数　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　 人

対前年
増減数

江南町との合併による調整

〃

-2

-1

-7 〃

〃

〃

3

-11

主 な 増 減 理 由

江南町との合併による調整

〃20 -1

職 員 数

11

225

225

100

173

55.64

-3

-24966

-7

江南町との合併による調整
-3

70.55

242
1,438

[  1,683  ］

江南町との合併による調整

＜参考＞

79.33

-40

142

35

1,625

　　　　の荒川南部環境衛生一部事務組合・熊谷地区消防組合の合計です。

77.51

＜参考＞

[   -61   ］

合　　計

[    1,622  ］

〃

-5

〃

3

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数です。また、平成18年4月1日の職員数は、合併前の江南町および解散前

-45

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。平成18年４月1日の職員数合計欄の［　　　]内は、合併前の熊谷市

1,580

50

＜参考＞

47.39

〃

　　　　江南町及び解散前の荒川南部環境衛生一部事務組合・熊谷地区消防組合の定数の合計です。

230

下水道

1,478

57

245

36
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

農林水産

税務

消防

その他

水道

小　計

教育部門

一
般
行
政
部
門

総務

衛生

労働

147

243

21

小　計

議会

土木

商工

54

-1

57

〃

-13

-2

平成19年4月1日

155

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

民生

52

176

990計

7

50

152

101

7

13

232

平成18年4月1日

236
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（2)年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）熊谷市における定員管理の数値目標（数・率）

75 147

～

28歳

～

36歳

人人 人人人 人

　比は、合併前の旧熊谷市のみの状況です。

数値目標

１，496人

始　期

平 成 17 年 4 月 1 日

終　期

1,496

平 成 22 年 4 月 1 日

職員数

1,683

平成17年4月1日

計画期間

職員数

平成22年4月1日

職員数
0 175

人

145

人

158

人 人

19

55歳

～

47歳

24歳

39歳

52歳

～

31歳

44歳

43歳 以上59歳

48歳20歳

～

人

～

27歳

20歳 32歳 56歳 60歳40歳

※　平成１７年１０月１日に旧熊谷市、旧大里町、旧妻沼町が合併し、平成19年2月１３日に江南町と合併したため、５年前の構成

区　分

23歳 35歳 51歳未満

～

計

～～ ～

11.11

1,57924

純減数

人

233228198

人

177

純減率

187

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

  　　　の職員増減数の累計を示します。                                              

２　年　目

　　　　（　　％）

―

―

　　　　（　　％）

―

-45

1,496

-58増 減

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年まで

　　　　（　　％）

１９　　　年

-5

142

1,580

242

３　年　目

　　　　（　　％）

230

-3

245

1

244

増 減

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

職員数一般行政

-25

1,011

１年目計画始期

１８年１７年

243

増 減

160

増 減

計

消　防

等 会 計 -13

147公 営 企 業

増 減

職員数

職員数

教　育

職員数

職員数 1,683 1,625

966

-13 　　　　（　　％）

―

数値目標

268

-21

（参考）

―

-24

990

２０　　　年 １７年～２１年

計

13



７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成１８年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置    職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

50,122

1.45

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

熊谷市(企業職）

　　　　　　Ａ

千円

平　均　年　齢

熊   谷   市 45.7

45.3団 体 平 均

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

事 業 者

3.0

1,951

1.6

　役職加算　５％～２０％ 　役職加算　５％～２０％

247,911

　　　　　　区　　分

1,950

1.453.0

人 千円

一人当たり給与費

千円

　　　　給与費 　　B/A期末・勤勉手当

　　　　　千円

　　計　　Ｂ

千円

％

千円

区　　分 総費用

　　　　千円

313,393

Ａ  

平成１7年度の総費用に占

0.75

熊谷市(企業職以外）

6,895

平成19年2月13日に江南町と合併し、荒川南部環境衛生一部事務組合、熊谷地区消防組合が解散しました。

平成
1８年度 57

572,943375,666

111,985

区　　分

　　　　　　Ｂ／Ａ

純損益又は実 総費用に占める

職員給与費比率

410,018

給　 料

Ｂ　

千円　

　質収支

千円　

3,555,652

職員数

0.75 1.6

基本給

7,193

める職員給与費比率

（参考）団体平均一人当たり

10.7

％

職員手当

平成
１８年度

１人当たり平均支給額（平成１８年度）

620,286416,419

11.5

410,018

平均月収額
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イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職時特別昇給 退職時特別昇給

     勧奨    ２０年以上勤務  8号      勧奨    ２０年以上勤務  8号

     死亡    １０年以上勤務  ４号      死亡    １０年以上勤務  ４号

－ 千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成１９年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階

　　　的に引き上げることとしています。 

１人当たり平均支給額

（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置

一般行政職の制度（支給率）支給対象地域 支給率

3

33.75 42.12

熊谷市(企業職以外）

27.30

59.28

定年前早期退職特例措置

42.12

21.00

47.50 59.28

59.28 59.28

5市内全域

47.50

支給対象職員数

－

支給率支給対象地域

支給実績（平成１８年度決算）

415,135

7

（２％～２０％加算）

21.00

59.28

33.75

熊谷市(企業職）

59.28

27.30

（注）  「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給額」は、平成１８年度における地域手当の額です。

50 7市内全域

１人当たり平均支給額

20年未満勤務　４号

一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

7,996

20年未満勤務　４号

20,757

25,700
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エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

※　特殊勤務手当については、平成１７年１０月１日付けで見直しを行い、市長部局の例によっています。

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 旧 熊 谷 市 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（ 平成１７年度旧熊谷市決算）

7,371

147

113

5,976

市長部局の手当数　22　うち該当手当数　2

１月  5,000円

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

設計、測量、検査又は
監督に従事

手当の種類（手当数）

土木、建築又は電気の専門的技術を有
し、設計、測量、検査又は監督に従事
する職員

74,017

日曜日及び祝日等

正規の勤務時間による勤務の一部又は
全部が日曜日等に行われる業務に従事
する職員

土曜日（勤務時間が８時
間以上のとき。）

24.0

平日（土曜日を除く。）午後５
時１５分から午後１２時までの
間に４時間以上勤務した場
合

土曜日（勤務時間が４時
間以上８時間未満のと
き。）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

建設技術手当

１日     500円

１日     500円

１日  1,000円

１日  1,000円

変則勤務手当

手当の名称

888支給実績（平成１８年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）
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カ　その他の手当（平成１９年４月１日現在）

6,000円

扶養親族のうち２人目まで

手当名
（平成１８年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額(平成1８年度

決算）

4,473 135,558

円

支給実績

8,191

円千円

282,434

6,146

千円

682,854

円

61,735

千円

3,087
○自動車等を使用する場合
距離に応じて　1,200円～23,000円

持家　(新築又は購入後5年
間）

4,500円

管理職手当 同じ
管理又は監督の地位にある職員に支
給　　　　　　支給率　6%～17%

　
7,000円

同じ

同じ

○電車・バスを利用する場合
６箇月等最長期間の定期代の額に応じ
て55,000円を限度に支給

千円 円

配偶者　　　　　　　　　　　　

一般行政職の制度と異なる内容

6,400円

扶養親族でない配偶者を有
する場合の１人目

14,000円

一般行政職の
制度との異同

同じ

内容及び支給単価

配偶者を有しない場合の１人
目

通勤手当

扶養手当 11,300円

住居手当

貸家･借間　家賃に応じた額
(限度27,000円）

持家

その他

6,900円

1人につ
き5,000
円加算

満１６歳の年度初から満２２歳の
年度末までの子
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